
２．３ 各手法の比較分析

【各手法の比較分析の概要（検討手法の比較分析）】
手法調査のうち、『システム構成』に着目し、電波不感地帯における目視外飛行に適した手法のメリット・デメリットについて、評価視点
（『安全性』、『効率性』、『迅速性』、『調達性』、『コスト』等）を設定し、検討手法の比較分析を行った。検討結果は、検討手法の比較分析
（メリット・デメリット）一覧表にとりまとめた。
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衛星通信電波中継による通信分類

『Satellite Mobile Link』Starlinkを活
用したauエリア構築ソリューション

衛星通信システム小型公共BB無線システムドローン中継システム
『コマンドホッパー』

マルチホップ中継制御通信技術
システム

名称

KDDIスマートドローン株式会社
KDDI株式会社

ヤマハ発動機株式会社株式会社国際電気株式会社ACSL
NICT

（国立研究開発法人情報通信研究機構）
会社名

システム
概念図

◆電波不感地帯であっても、ｽﾀｰﾘﾝｸ
衛星をau基地局に接続し、ﾓﾊﾞｲﾙ
通信・Wi-Fi環境を構築できる

◆長期利用の場合は固定局タイプ、
短期利用の場合は可搬局タイプ
が利用可能

◆Satellite Mobile Linkを増設すれば、
基地局間でLTEが連続利用可能

◆ﾄﾞﾛｰﾝ制御情報と映像情報を通信
衛星（ｲﾝﾏﾙｻｯﾄ）を使って受送信
するｼｽﾃﾑである

◆衛星通信による受送信情報の時
間遅れ（約3～4秒程度）に留意が
必要

◆主に映像情報（200MHz帯）を受送
信するｼｽﾃﾑであり、ﾄﾞﾛｰﾝ制御情
報は伝送できない

◆地上利用の公共BB装置（背負子
型）は、市場導入されており、多段
中継機能にﾌｧｰﾑｳｪｱｰをｱｯﾌﾟﾃﾞｰ
ﾄすれば連携が可能

◆ﾄﾞﾛｰﾝ制御情報（920MHz帯）と映
像情報（5.7GHz帯）の2つの無線
機を利用したｼｽﾃﾑである

◆指向性ｱﾝﾃﾅを利用しているため、
撮影ﾄﾞﾛｰﾝの移動に伴い、電波通
信状態が不安定になる場合があ
る（全方位ｱﾝﾃﾅの利用により改
善可能）

◆ﾄﾞﾛｰﾝ制御情報（169MHz帯）の双
方向通信用無線ｼｽﾃﾑであり、映
像情報（5.7GHz帯）は別の市販ｼｽ
ﾃﾑと併用する必要がある

システム
利用上の
留意点

【ダム】
山間部_平常時_巡視･定期点検
【物資輸送】
山間部_緊急時_救援物資

【砂防】
山間部_緊急時_臨時点検
【物資輸送】
離島_平常時_日用品･食品

【砂防】
山間部_緊急時_臨時点検

【砂防】
山間部_平常時_巡視･定期点検

【砂防】
山間部_平常時_巡視･定期点検

適用場面
【実績】

【通信距離】直線見通し_最大半径2
㎞、使用する周波数（800MHz帯）
は、ある程度の遮蔽物に対しても
電波の回り込みが期待できる（事
前確認が必要）

【機体】制限有り（通信方法）
◆LTE通信機能を有するﾄﾞﾛｰﾝ

【通信距離】制限無し（実績：静岡⇔
奈 良 _ 約200km 程 度 、 奄 美 離 島約
18km程度）
【機体】制限有り（機種）
◆ﾔﾏﾊ社製ﾄﾞﾛｰﾝ（Fazer_R_G2）に限

定した衛星通信ｼｽﾃﾑ
◆衛星通信の時間遅れがあるため

飛行可能な場所が限定される（道
路等の人の横断確認がﾘｱﾙﾀｲﾑ
で出来ない）

【通信距離】直線見通し_最大約30㎞
（実績約3㎞程度）

【機体】制限有り（ﾍﾟｲﾛｰﾄﾞ）
◆中継装置（約7.5kg）のﾍﾟｲﾛｰﾄﾞに対

応可能なﾄﾞﾛｰﾝの選択が必要

【通信距離】直線見通し_最大4km（実
績約3㎞程度）

【機体】制限有り（機種）
◆ACSL社製ﾄﾞﾛｰﾝ（ACSL-PF2）に限

定した中継装置

【通信距離】直線見通し_最大20km
（実績10㎞程度）、最大3ホップ（中
継機2機＋撮影機）まで対応可能

【機体】制限有り（ﾍﾟｲﾛｰﾄﾞ,機種）
◆中継装置（約2.5kg）のﾍﾟｲﾛｰﾄﾞに対

応可能なﾄﾞﾛｰﾝの選択が必要
◆日本製ﾄﾞﾛｰﾝに多く利用されている

ﾌﾗｲﾄｺﾝﾄﾛｰﾗ（Pixhawk）に対応し
ており、DJI製には非対応

適用条件
【通信距離】

【機体】

（凡例：主なメリット_赤字、デメリット_青字）
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衛星通信電波中継による通信分類

『Satellite Mobile Link』Starlinkを活用
したauエリア構築ソリューション

衛星通信システム小型公共BB無線システムドローン中継システム
『コマンドホッパー』

マルチホップ中継制御通信技術
システム

名称

KDDIスマートドローン株式会社
KDDI株式会社

ヤマハ発動機株式会社株式会社国際電気株式会社ACSL
NICT

（国立研究開発法人情報通信研究機構）
会社名

◆衛星通信とau基地局を接続し4G
LTE回線を構築することにより、離
着陸地点から見通し外でも制御・
映像情報の通信が可能

◆衛星通信により、地形や通信距離
の制約は無く、離着陸地点から見
通し外でも制御・映像情報の通信
が可能

◆電波中継により、通信装置間で直
線見通しが確保できると、離着陸
地点から見通し外でも映像情報の
通信が可能

◆電波中継により、通信装置間で直
線見通しが確保できると、離着陸
地点から見通し外でも制御・映像
情報の通信が可能

◆電波中継により、通信装置間で直
線見通しが確保できると、離着陸
地点から見通し外でも制御・映像
情報の通信が可能

安
全
性

評
価
項
目

◆複数の基地局を連携（4G LTE回線
エリア増設）させることにより、携帯
電話圏外でも長距離飛行が可能

◆使用機体は、電動:ﾏﾙﾁﾛｰﾀであり、
ｴﾝｼﾞﾝ：ｼﾝｸﾞﾙﾛｰﾀに比べて飛行時
間が短い

◆衛星通信により、離着陸地点から
見通し外または携帯電話圏外でも
長距離飛行が可能

◆使用機体は、ヤマハの「FAZER R G2」
（ｴﾝｼﾞﾝ：ｼﾝｸﾞﾙﾛｰﾀ）であり、長時間飛
行が可能（約100分）（実証実験：飛行時
間_約50分程度、離島の物資輸送：飛行
時間_約30分程度）

◆中継機の使用により、離着陸地点
から見通し外または携帯電話圏外
でも長距離映像伝送が可能

◆使用機体は、電動:ﾏﾙﾁﾛｰﾀであり、
ｴﾝｼﾞﾝ：ｼﾝｸﾞﾙﾛｰﾀに比べて飛行時
間が短い（実証実験：飛行時間_約
15分程度）

◆中継機の使用により、離着陸地点
から見通し外または携帯電話圏外
でも長距離飛行が可能

◆使用機体は、ACSLの「PF2」（電動:
ﾏﾙﾁﾛｰﾀ）であり、ｴﾝｼﾞﾝ：ｼﾝｸﾞﾙﾛｰ
ﾀに比べて飛行時間が短い（実証
実験：飛行時間_約15分程度）

◆中継機の使用により、離着陸地点
から見通し外または携帯電話圏外
でも長距離飛行が可能

◆使用機体は、電動:ﾏﾙﾁﾛｰﾀであり、
ｴﾝｼﾞﾝ：ｼﾝｸﾞﾙﾛｰﾀに比べて飛行時
間が短い（実証実験：飛行時間_約
10分程度）

効
率
性

◆Satellite Mobile Link（4G LTE回線）
に接続できる機体が多く、調達に
かかる時間が短い

◆基地局の設置より、任意地点でau
エリア構築が可能であるため、現
地準備が容易

◆ヤマハの「FAZER R G2」に機体が
限定され、特別仕様（国内流通：機
体数が少ない）となっているため、
調達に時間を要する

◆小型公共BB無線機が搭載可能な
機種は限定されないものの、ﾍﾟｲ
ﾛｰﾄﾞ性能の高い大型ﾄﾞﾛｰﾝが必要
となるため、調達に時間を要する

※公共BB無線機をドローンに搭載し
た事例も1事例と少ない

◆ACSLの「PF2等」に機体が限定され、
調達に時間を要する

◆中継装置の組み立てが必要であり、
調達・現地準備（現場調整）に時間
を要する

◆ｺﾏﾝﾄﾞﾎｯﾊﾟｰは、日本製ﾄﾞﾛｰﾝのﾌﾗ
ｲﾄｺﾝﾄﾛｰﾗｰに対応しており、適用
可能な機体の種類が多く、調達に
かかる時間が短い

◆実証実験を目的とした中継装置を
利用することが可能

迅
速
性

◆Satellite Mobile Link（4G LTE回線）
に接続できる機体が多く、比較的
調達しやすい

◆ヤマハの「FAZER R G2」に機体が
限定され、比較的調達しにくい

◆ﾍﾟｲﾛｰﾄﾞ性能（約7.5㎏）の高い大型
ﾄﾞﾛｰﾝが必要となるため、比較的調
達しにくい

◆ACSLの「PF2」に機体が限定され、
比較的調達しにくい

◆実証実験段階であり、製品化予定もない
ため、中継装置の調達が困難

◆中継装置の搭載が可能な機体が
多く、比較的調達しやすい

◆実証実験段階ではあるが、製品化（予定
あり）されれば、調達が容易となる

調
達
性

【 機 体 】 DJIFlyCart30: 約 650 万 円 、
G6.0& NEST: 販 売 終 了 、
SkydioX10:約400万円

【システム】一括購入：無し（サービス
提供のみ）

【機体】FAZERR G2：約4,500万円
※（1機体：3,000万円、1基地局：1,500万円）
【衛星通信システム】約1,000～1,500万円
※コブハム社のUAV200（イギリス製）

【機体】ALTA X：約500万円
【中継装置】小型公共BB：約500万円/
台、ｱﾝﾃﾅ他（周辺装置）：約100万円

【機体】ACSL-PF2:約500万円
【機器搭載】見積対応
【中継装置】製品化の予定無し（実証

実験のため未定）

【機体】E6106FLMP：約400万円（例）
【機器搭載】見積対応
【中継装置】制御用ｺﾏﾝﾄﾞﾎｯﾊﾟｰ：未定
映像用MPU5：約300万円/個

導
入
費
用

コ
ス
ト

【機体】DJIFlyCart30:約16万円/年、
SkydioX10:約20万円/年

【システム】無し

【機体】FAZERR G2：約160万円/年
【衛星通信】インマルサット：8万円/hr
※搭載カメラの画像を衛星通信で伝
送する場合
※画像伝送せずにﾃﾞｰﾀ通信（操縦系
ﾃﾞｰﾀ）のみ：約5,000円/hr
※衛星通信：月額固定費(約7万円/月～)
【LTE通信費】基本料金：5万円（20GB）

【機体】ALTA X：約100万円/年
【中継装置】小型公共BB：約50万円
※中継装置は1回の点検作業を想定

【機体】ACSL-PF2: 約100万円/年
【中継装置】－

【機体】E6106FLMP：約100万円/年
【中継装置】不要維

持
管
理
費
用

【レンタル】30～50万円/月(固定局タ
イプ：契約期間48ヶ月)、30～40万円/
月(可搬局タイプ：契約期間12ヶ月)
【請負対応】見積対応(250～350万円程度)

【短期レンタル】無し
【長期レンタル】オペレーター育成を含
めて対応可能
【請負対応】見積対応

【レンタル】機体（見積対応）、中継装
置（通常対応なし_要相談）
【請負対応】見積対応

【レンタル】機体（見積対応）中継装置
（無し）
【請負対応】見積対応

【レンタル】機体（見積対応）、中継装
置（無し）
【請負対応】見積対応

そ
の
他

https://biz.kddi.com/topics/2024/ne
ws/012/

山間地域におけるUAV等による自動巡回・
画像取得技術検討業務（R元年度）他

紀伊山系河道閉塞部のUAV点検監
視技術調査業務（R4年度）

ＵＡＶの自律飛行による天然ダムおよび砂
防関係施設の点検・調査業務（R2年度）

https://www.nict.go.jp/press/2024/0
1/25-1.html

備考
（出典）

（凡例：主なメリット_赤字、デメリット_青字）



２．３ 各手法の比較分析（ユースケース：物資輸送）

【各手法の比較分析の概要（ユースケースの検討）】
資料収集整理や手法調査を踏まえ、『物資輸送』、『送電線』、『河川』、『ダム』、『砂防』について、適用場面（巡視・点検シナリオ（案））の
設定、適用条件の設定を行い、代表的なユースケースについて検討した。
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２．３ 各手法の比較分析（ユースケース：送電線）
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２．３ 各手法の比較分析（ユースケース：河川）
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２．３ 各手法の比較分析（ユースケース：ダム）
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２．３ 各手法の比較分析（ユースケース：砂防）
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